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総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費

国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メ
ニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）
（令和６年度低所
得世帯支援枠等

分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得
世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）
（給付支援サービ

ス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー
分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー
分）

その他
（一般財源や補
助対象外経費

等）

総事業費
に係る
事務費

合計  1,284,078  1,284,078  261,159  211,050  22,339  -  54,530  735,000  - 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3万
円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

定額減税
補足給付
金（不足
額給付）
等支給事
業

Ⅱ．物価
高の克
服

○ －  233,389  233,389  -  211,050  22,339  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　6,808世帯×30千円、
子ども加算　498人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち
不足額給付）の対象者　13,481人　(261,250千円）　　のうちR7
計画分
事務費　22,339千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（6,808世帯）、定額減税を
補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（13,481人）

－ ○ － R7.2 R7.12

対象世帯に対
して令和7年8
月までに支給
を開始する

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

対象分野に関連し
ない

ホームページ、広
報誌 R7補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の給
付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  - 

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5

R7_補
正

推奨事
業

○ ○ ○

物価高騰
対応給付
金支援事
業

Ⅰ．生活
の安全
保障・物
価高へ
の対応

○
①食料品の物
価高騰に対す
る特別加算

④消
費下
支え

等を通
じた生
活者
支援

 735,000  735,000  735,000  45,000 

①食料品等の物価高騰の影響を受ける全市民に対し、迅速な
給付が可能である現金を支給し、食料品等の購入を支援する。
②全市民への給付金及び事務費
③給付金額69,000人×10千円
事務費45,000千円
事務費の内容[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支出]
④市民

－ ○ － R8.2 R8.3 R8.3

対象世帯に対
して令和8年3
月までに支給
を開始する

② HP、広報
誌にて明記済
みあるいは予
定

対象分野に関連し
ない

対象分野
に関連しな
い

市HP
広報誌 R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場
合は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入し
L列で当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6
以降に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してくださ
い。

6 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

交通事業
者支援金
事業（乗
務員確保
支援）

Ⅱ．物価
高の克
服

○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

 8,800  8,800  8,800 

①地域の足である路線バスやタクシーの運行事業者は、燃料
費等の高騰に加え乗務員不足が問題となっていることから、地
域に不可欠な交通手段の確保のため、交通事業者が実施する
乗務員採用等に対し支援金を給付する。
②③
【支援金】　8,800千円
・採用支援　１名あたり300千円×11件
・免許取得支援　１名あたり最大500千円×11件
④高速バス事業者、路線バス事業者、タクシー事業者、市から
の委託事業者

－ － － R7.4 R8.2

採用支援件
数：11件
免許取得支
援：11件

⑦ 事業チラシ
にて明記済み
あるいは予定

運輸交通・物流・
観光事業者

市HP
個別通知 R7当初（地）

7 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

交通事業
者支援金
事業（運
行支援）

Ⅱ．物価
高の克
服

○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

 4,620  4,620  4,620 

①地域の足である路線バスやタクシーの運行事業者は、燃料
費等の高騰による影響が大きく、地域に不可欠な交通手段の
確保のため、交通事業者が負担する燃料費等に対し支援金を
給付する。
②③
【支援金】　4,620千円
・高速バス　50千円×65便=3,250千円
・路線バス　300千円×1路線=300千円
・タクシー　1事業者あたり補助上限300千円
 A社100千円+30千円×登録車両16台=300千円（580千円）
 B社100千円+30千円×登録車両8台=300千円（340千円）
 Ｃ社100千円+30千円×登録車両3台=190千円
 Ｄ社100千円+30千円×登録車両6台=280千円　計1,070千円
④高速バス事業者、路線バス事業者、タクシー事業者

－ － － R7.4 R7.6
支援対象者へ
の支給率：
100％

⑦ 事業チラシ
にて明記済み
あるいは予定

運輸交通・物流・
観光事業者

市HP
個別通知 R7当初（地）

8 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

貨物運送
事業者等
燃料費高
騰対策支
援金

Ⅱ．物価
高の克
服

○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

 22,860  22,860  22,860 

①燃料費の高騰の影響を受けた貨物自動車運送事業者及び
貸切旅客自動車運送事業者（観光バス事業者）の経済的負担
を軽減するため、支援金を給付する。
②③
【支援金】　22,860千円
・一般（特定）貨物自動車運送事業に係る事業用自動車
　900台×23千円＝20,700千円
・貨物軽自動車運送事業に係る事業用自動車
　40台×8千円＝320千円
・一般貸切旅客自動車運送業事業に係る事業用自動車
　80台×23千円＝1,840千円
④貨物自動車運送事業者、貸切旅客自動車運送事業者

－ － － R7.6 R7.12
支援事業者数
67事業者

③ HP、事業
チラシにて明
記済みあるい
は予定

運輸交通・物流・
観光事業者

市ＨＰ
広報紙 R7当初（地）

9 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

小中学校
給食費無
償化事業

Ⅱ．物価
高の克
服

○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

 98,761  98,761  98,761 

①物価高騰の影響を受ける小学1-5年生を養育する家庭に対
し、保護者の負担を軽減するため給食費の無償化を実施する
（教職員分は除く）。
②③
【支援金】　98,761千円
・小学1-5年生児童数1,694人×5,300円×11月＝98,761千円
④小学生を養育する保護者

－ － － R7.4 R8.3
対象拡充によ
る追加児童数
 1,694人

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

給食 市HP R7当初（地）

10 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

小中学校
給食費負
担軽減事
業

Ⅱ．物価
高の克
服

○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

 42,550  42,550  42,550 

①食材費高騰の影響により保護者から徴収する給食費の増額
を実施するが、徴収額を据え置きにし、子育て世帯の負担軽減
を図る（教職員分は除く）。
②③
【給食費徴収額との差額】　42,550千円
・小学校給食費5,300円/月→6,200円/月　差額900円×2,398
人×11月＝23,740千円
・中学校給食費6,000円/月→7,200円/月　差額1,200円×
1,425人×11月＝18,810千円
④小中学生を養育する保護者

－ － － R7.4 R8.3

給食費値上げ
による保護者
負担の増…０
件

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

給食
市ＨＰ
献立表記載 R7当初（地）

11 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

ワクチン接
種助成事
業

Ⅱ．物価
高の克
服

○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 44,476  44,476  44,476 

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯や高齢者に対し、各種
ワクチン接種に対する助成を実施し、負担軽減を図る。
②③
【接種委託料または償還払い】　44,476千円
・高齢者インフルエンザ　16,763人×1.5千円＝25,145千円
・高齢者インフルエンザ生保上乗せ分　260人×2千円＝520千
円
・妊婦及び子どもインフルエンザ　（妊婦210人＋６か月～中三
5,647人＋2回目分4,404人）×接種率50%×1.5千円＝7,696千
円
・帯状疱疹（50歳以上及び18歳以上の罹患リスクが高い方）　
41,723人×接種率1.5%×生ワクチン20%×4千円≒501千円
41,723人×接種率1.5%×不活化ワクチン80%×20千円≒
10,014千円
（生保自己負担分）20人×30千円＝600千円
④50歳以上の市民、妊婦、６か月～中学三年生を養育する保
護者、生活保護受給者

－ ○ － R7.4 R8.3

接種率
高齢インフル
50％
妊子インフル
50％
帯状疱疹
1.5％

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

対象分野に関連し
ない

市HP、広報誌 R7当初（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
（単位：千円）

都道府県区分 【12_千葉県】 電話番号 0478-50-1206
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
      35,241 

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）                         35,241 

地方公共団体名（コード有り） 12236_千葉県香取市 メールアドレス seisaku@city.katori.lg.jp
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）

令和７年度既配分額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
              - 

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）
小計　交付限度額（R7予備費分）                         35,241 

都道府県・市町村コード（５桁） 12236
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）

担当部局課名
総合政策部企画政策

課

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限
度額①

にかかる交付対象経費
                              261,159 

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）                       826,636 

担当者氏名 田口　拓馬
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費

                              211,050 
国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                       245,766 

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援
枠等分）

事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費
                                22,339 

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）
小計　交付限度額（R7経済対策分）                       826,636 

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付
限度額④

にかかる交付対象経費
                                       - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
              - 

国のR6補正等分（令和６
年度低所得世帯支援枠等

分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度
額⑤

にかかる交付対象経費
                                54,530 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支

援枠等分）

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
     624,750 小計　交付限度額②

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度
額⑥

にかかる交付対象経費
                              735,000 

今回配分予定額
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯

支援枠等分）

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかか
る交付対象経費

※事務連絡は該当団体のみに通知
                                       - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支

援枠等分）

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）
国のR6補正分（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分） ※記載は不要
配分予定額計

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
      35,241 

国のR6補正等（令和６年
度低所得世帯支援枠等

分）

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度

額⑥
                      735,000 

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支

援枠等分）

小計　配分予定額計
（R7予備費分）       35,241 

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー

分）交付限度額⑥
                        91,636 

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯

支援枠等分）

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）                       110,250 

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支

援枠等分）

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
     624,750 

国のR6補正分（給付支援
サービス分）

交付限度額④　（令和６年
配分予定額計

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）      624,750 

国のR6補正分（給付支援
サービス分）

交付限度額④　（令和７年

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

国のR6補正分（給付支援
サービス分）

交付限度額④　（令和７年

小計　交付限度額④
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額

※事務連絡は該当団体のみに通知                                - 

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分
予定額計

※事務連絡は該当団体のみに通知
小計　交付限度額（R6経済対策分）

配分予定額計             1,102,244 移替先  交付限度額計                     1,304,130 

Ｂ２

(重点支援地方交付金の追加を
踏まえた各省庁の通知の発出状
況に定義されている対象分野)

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額　

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

                  201,886 

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

小計　交付限度額③    22,339 

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措
置である
ことが分
かる事業
名称とし
ている

交付対象
事業の名

称

経済対
策等と
の関係

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①
について、②～④にも関連する
場合は、M～O列に追加で選択し

てください。

※参考
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事
業者等
支援

個人を
対象と
した給
付金等

基金
事業始

期
支援開
始時期

事業終期

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

国の重点支
援地方交付
金が活用さ
れている旨

の明記

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品
分野」「中小企

業・小規模事業者
の賃上げ環境整

備」における細分
化項目

備考3
商品券等を活用した
事業を行う場合、Q
＆A等ふまえた対応

について記載

備考4
実施状況の公表

等について
（HP、広報紙な

ど）

備考5
自治体での予算区

分
自治体利用欄

自治体
利用欄

エラー（予
算年度選
択漏れ）

エラー
（枠選択
漏れ）

エラー（効果
直接選択漏
れ）

エラー（臨時名
称選択漏れ）

エラー
（事業名
称入力
漏れ）

「推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す
る地方単独事業」を選択し
た場合の、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

　
【
Ｒ
６
経
済
対
策
等

】
差
押
禁
止
法
の
対
象
範
囲
　
※
事
務
連
絡
参
照

エラー（自治体
名記載不備）

エラー
（担当

者・連絡
先記載
不備）

エラー（既
配分額記
載不備）

エラー
（交付限
度額記

載不備）

エラー（交付
限度額<既配

分額）

エラー（交付対
象経費<既配分

額）

エラー
（推奨 本
省繰越
希望額

未入力）
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総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費

国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メ
ニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）
（令和６年度低所
得世帯支援枠等

分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得
世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）
（給付支援サービ

ス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー
分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー
分）

その他
（一般財源や補
助対象外経費

等）

総事業費
に係る
事務費

配分予定額計             1,102,244 移替先  交付限度額計                     1,304,130 

Ｂ２

(重点支援地方交付金の追加を
踏まえた各省庁の通知の発出状
況に定義されている対象分野)

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措
置である
ことが分
かる事業
名称とし
ている

交付対象
事業の名

称

経済対
策等と
の関係

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①
について、②～④にも関連する
場合は、M～O列に追加で選択し

てください。

※参考
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事
業者等
支援

個人を
対象と
した給
付金等

基金
事業始

期
支援開
始時期

事業終期

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

国の重点支
援地方交付
金が活用さ
れている旨

の明記

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品
分野」「中小企

業・小規模事業者
の賃上げ環境整

備」における細分
化項目

備考3
商品券等を活用した
事業を行う場合、Q
＆A等ふまえた対応

について記載

備考4
実施状況の公表

等について
（HP、広報紙な

ど）

備考5
自治体での予算区

分
自治体利用欄

自治体
利用欄

エラー（予
算年度選
択漏れ）

エラー
（枠選択
漏れ）

エラー（効果
直接選択漏
れ）

エラー（臨時名
称選択漏れ）

エラー
（事業名
称入力
漏れ）

「推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す
る地方単独事業」を選択し
た場合の、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
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73
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12 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

観光誘客
支援事業

Ⅱ．物価
高の克
服

○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

 13,632  13,632  13,632 

①香取市では市の主要産業である観光や農業に関連するイベ
ント等の実施を支援しているが、昨今の物価高騰により増加傾
向にある観光客の受入れ対応ができない恐れがあることから、
各所へ支援金を給付し、地域観光事業運営団体の支援を図
る。
②③
【支援金】　13,632千円
・佐原の大祭事業補助金　7,421千円（交通衛生対策、本部設
営撤去、ライトアップ等の増額見込分）
・水郷小見川観光協会特別事業補助金　2,541千円（花火大会
警備費、設営撤去等の増額見込分）
・小見川にぎわい事業補助金　1,600千円（警備、設営撤去、ラ
イトアップ等の増額見込分）
・香取のふるさとまつり事業補助金　2,070千円（会場設営費等
の増額見込分）
④地域観光事業運営団体

－ － － R7.5 R8.3
観光入込客数
前年比５％増

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

運輸交通・物流・
観光事業者

市HP
SNS
広報紙

R7当初（地）

13 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

省エネ家
電買換え
促進事業

Ⅱ．物価
高の克
服

○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による
生活者支援

 12,000  12,000  12,000 

①物価高が続く中、家庭におけるエネルギー費用負担を軽減す
るため、省エネ性能の高い家電製品への買い替えに対し、支援
を実施する。
②③
【補助金】　12,000千円
本体購入金額（税抜価格）の20％（千円未満切り捨て、上限30
千円）
※市内事業者からの購入は、上限33千円
④市民

－ ○ － R7.5 R8.3
補助金交付決
定数/388人

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

省エネ家電買い替
え等

市HP,広報紙、回覧 R7当初（地）

14 R6_補正
推奨事

業
○ ○ ○

飼料用米
出荷奨励
金

Ⅱ．物価
高の克
服

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 13,460  13,460  13,460 

①飼料用米の需要は一定数あり、価格高騰する主食用米等生
産への転換による飼料用米の供給不足是正のため、飼料用米
生産者へ支援する。
②③【支援金】　13,460千円
1千円/10a×13,460,000㎡＝13,460千円
④農業者

－ ○ － R7.4 R8.3

【多収品種】
   1,346ｈａ
【一般品種】
   4 0ｈａ

⑦ 事業チラシ
にて明記済み
あるいは予定

農林水産・食品分
野

市ＨＰ
個別 R7当初（地）

15 R7_予備
推奨事

業
○ ○ ○

物価高騰
対応障害
福祉サー
ビス事業
所支援事
業

米国関
税措置

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 5,100  5,100  5,100 

①物価高騰の影響を受けた障害福祉サービス提供事業所等の
負担を軽減し、安定的なサービス提供体制の維持を図るため、
支援金を給付する。
②③【支援金】5,100千円
・訪問・相談系　6事業所×50,000円　・通所系　20事業所×
75,000円
・入所・施設系  28事業所×100,000円　(定員39人以下)
・入所・施設系　 2事業所×250,000円　(定員40人以上）
④市内障害サービス提供事業所

－ － － R7.10 R7.12
支援対象者へ
の支給率：
100％

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

障害福祉サービス
事業所・施設等

市ＨＰ
個別通知 R7補正（地）

16 R7_予備
推奨事

業
○ ○ ○

物価高騰
対応介護
サービス
事業所支
援事業

米国関
税措置

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 11,650  11,650  11,650 

①物価高騰の影響を受けた介護サービス提供事業所等の負担
を軽減し、安定的なサービス提供体制の維持を図るため、支援
金を給付する。
②③【支援金】11,650千円
・訪問系　70事業所×50,000円　　・通所系　38事業所×
75,000円
・施設系　28施設×100,000円　（定員39人以下）
・施設系　10施設×250,000円　（定員40人以上）
④市内介護サービス提供事業所

－ － － R7.10 R7.12
支援対象者へ
の支給率：
100％

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

介護サービス事業
所・施設等

市ＨＰ
個別通知 R7補正（地）

17 R7_予備
推奨事

業
○ ○ ○

保育施設
等物価高
騰対策支
援事業

米国関
税措置

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

 6,500  6,500  6,500 

①物価高騰の影響を受ける保育所、幼稚園、認定こども園、及
び地域型保育事業所等を運営する民間事業者へ、事業運営の
負担を軽減するため補助金を給付する。
②③【支援金】6,500千円
児童数　～30人　4施設×200千円   　 　　  ～50人　4施設×
300千円　　
　　　    　～70人　１施設×400千円　　　    ～100人　１施設×
600千円　
 　　  101人以上　5施設×700千円
④民間事業者が運営する市内の保育所、認定こども園、地域
型保育施設幼稚園等

－ － － R7.10 R8.3
支援対象者へ
の支給率：
100％

⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

保育所・幼稚園・
認定こども園等

市ＨＰ R7補正（地）

18 R7_予備
推奨事

業
○ ○ ○

交通系決
済サービ
ス利便向
上促進事
業

米国関
税措置

○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

 11,500  11,500  11,500 

①燃料価格高騰等により厳しい経営状況にある循環バス運行
事業者への支援として、市が所有する循環バスに新たにICカー
ド対応運賃箱を導入することで、市民や観光客等の利用者の増
加及び循環バス運行事業者の事務負担の軽減を図る。
②③【事業費】11,500千円
ICカード対応小型運賃箱　6台　10,214千円
取付費用　1,286千円
④循環バス利用者、循環バス運行事業者

○ － － R7.10 R8.3

市内循環バス
(６台)における
新たな決済
サービスの導
入

⑦ 事業チラシ
にて明記済み
あるいは予定

運輸交通・物流・
観光事業者

市ＨＰ R7補正（地）

19 R7_予備
推奨事

業
○ ○ ○

新型コロ
ナウイル
ス予防接
種助成事
業（当初
予算分）

米国関
税措置

○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 11,868  11,868  11,868 

①新型コロナウイルス予防接種をする際、令和７年度から国の
助成金がなくなり自己負担が増額することに伴い、物価高騰の
影響を受ける高齢者に対し、新型コロナウイルス予防接種に対
する助成を実施し、負担軽減を図る。
②③【接種委託料または償還払い】11,868千円
・委託料3千円×3,936人
・助成金3千円×20件
④高齢者

－ ○ － R7.10 R8.3 接種率14.2％
⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

対象分野に関連し
ない

市HP
SNS
広報誌

R7当初（地）

20 R7_予備
推奨事

業
○ ○ ○

新型コロ
ナウイル
ス予防接
種助成事
業（補正
分）

米国関
税措置

○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 7,912  7,912  7,912 

①新型コロナウイルス予防接種をする際、令和７年度から国の
助成金がなくなり自己負担が増額することに伴い、物価高騰の
影響を受ける高齢者に対し、新型コロナウイルス予防接種に対
する助成を実施し、負担軽減を図る。
②③【接種委託料または償還払い】7,912千円
・委託料2千円×3,936人
・助成金2千円×20件
④高齢者

－ ○ － R7.10 R8.3 接種率14.2％
⑤ HPにて明
記済みあるい
は予定

対象分野に関連し
ない

市HP
SNS
広報誌

R7補正（地）
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